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子ども・子育て関連３法（平成24年8月成立）の趣旨と主なポイント 

◆３法の趣旨 

自公民３党合意を踏まえ、保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認

識の下に、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進 

 

◆主なポイント 
○認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」） 

 及び小規模保育等への給付（「地域型保育給付」）の創設 

 ＊地域型保育給付は、都市部における待機児童解消とともに、子どもの数が減少傾向にある地域における保育機能の

確保に対応 

○認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等） 

 ・幼保連携型認定こども園について、認可・指導監督の一本化、学校及び児童福祉施設としての法的位置づけ 

 ・既存の幼稚園及び保育所からの移行は義務づけず、政策的に促進 

 ・幼保連携型認定こども園の設置主体は、国、自治体、学校法人、社会福祉法人のみ （株式会社等の参入は不可） 

  ・認定こども園の財政措置を「施設型給付」に一本化 

○地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、 

 放課後児童クラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」 ）の充実 

 
1 



幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援に共通の仕組み 

○ 基礎自治体（市町村）が実施主体 

・ 市町村は地域のニーズに基づき計画を策定、給付・事業を実施 

・ 国・都道府県は実施主体の市町村を重層的に支える 

  
○ 社会全体による費用負担 

・ 消費税率の引き上げによる、国及び地方の恒久財源の確保を前提 

（幼児教育・保育・子育て支援の質・量の拡充を図るためには、消費税率の引き上げに

より確保する０.７兆円程度を含めて１兆円超程度の追加財源が必要） 

 

○ 政府の推進体制 

・ 制度ごとにバラバラな政府の推進体制を整備（内閣府に子ども・子育て本部を設置） 

 

○ 子ども・子育て会議の設置 

・ 国に有識者、地方公共団体、事業主代表・労働者代表、子育て当事者、 

  子育て支援当事者等（子ども・子育て支援に関する事業に従事する者）が、 

  子育て支援の政策プロセス等に参画・関与することができる仕組みとして 

  子ども・子育て会議を設置 

・ 市町村等の合議制機関（地方版子ども・子育て会議）の設置努力義務 
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 ※ 幼保連携型については、認可・指導監督の一本化、 
    学校及び児童福祉施設としての法的位置づけを与える等、制度改善を実施 

保育所 
０～５歳 

認定こども園 ０～５歳 

幼稚園型 保育所型 地方裁量型 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育 

子ども・子育て支援法 
～認定こども園・幼稚園・保育所・小規模保育など共通の財政支援

のための仕組み ～ 

施設型給付 

地域型保育給付 

※私立保育所については、児童福祉法第24条により市町村が保育の実施義務を
担うことに基づく措置として、委託費を支弁 

幼保連携型 

幼稚園 
３～５歳 



幼保連携型 

〔類型〕 

幼稚園機能 
＋ 

保育所機能 

幼稚園型 

保育所型 

地方裁量型 

《現行制度》                           《改正後》 

幼稚園 
（学校） 

幼稚園 
（学校） 

保育所 
（児童福祉施設） 

保育所 
（児童福祉施設） 

保育所
機能 

幼稚園
機能 

 

○施設体系は、現行どおり 

 

○財政措置は「施設型給付」
で一本化 

 

幼保連携型認定こども園 
（学校及び児童福祉施設） 

○ 幼稚園は学校教育法に基づく認可 

○ 保育所は児童福祉法に基づく認可 

○ それぞれの法体系に基づく指導監督 

○ 幼稚園・保育所それぞれの財政措置 

○ 改正認定こども園法に基づく単一の
認可 

○ 指導監督の一本化 

○ 財政措置は「施設型給付」で一本化 

※ 設置主体は国、自治体、学校法人、
社会福祉法人のみ 

○ 認定こども園法の改正により、「学校及び児童福祉施設としての法的位置付けを持つ単一の施設」を創設  
（新たな「幼保連携型認定こども園」） 

  ・ 既存の幼稚園及び保育所からの移行は義務づけず、政策的に促進 

  ・ 設置主体は、国、自治体、学校法人、社会福祉法人のみ （株式会社等の参入は不可） 

○ 財政措置は、既存３類型も含め、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の「施設型給付」で一本化 

  → 消費税を含む安定的な財源を確保     

※設置主体は国、自治体、学校法人のみ 

※設置主体制限なし 

※設置主体制限なし 

※設置主体は国、自
治体、学校法人、社
会福祉法人のみ 

（５９４件） 

（３１７件） 

（１５５件） 

（３３件） 

（認定こども園の合計件数は１０９９件（平成２５年４月時点）） 

認定こども園法の改正について 
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満３歳以上 

満３歳未満 

長時間 

学校教育 

標準時間 

満３歳以上 

満３歳未満 

保育に欠ける 

保育所の認可 

学校教育 

学校教育 

ー ー 

ー 

ー 保育 
（児童福祉） 

満３歳以上 

満３歳未満 

保育を必要と
する 

学校教育 

保育を必要と
しない 

幼保連携型認定こども園の認可 

学校教育 

保育 
（児童福祉） 

ー 保育 
（児童福祉） 

保育に欠けない 

新制度 
現行制度 

幼稚園の認可 

保育 
（児童福祉） 

○ 学校教育・保育及び家庭における養育支援を一体的に提供する施設とする。 
   ※ ここで言う「学校教育」とは、現行の学校教育法に位置付けられる小学校就学前の満３歳以上の子どもを対象とする教育（幼児期の学校教育）を言い、 

「保育」とは児童福祉法に位置付けられる乳幼児を対象とした保育を言う。以下同じ。  

    ア 満３歳以上児の受入れを義務付け、標準的な教育時間の学校教育を提供。 

     また、保育を必要とする子どもには、学校教育に加え、保護者の就労時間等に応じて保育を提供。 

   イ 保育を必要とする満３歳未満児については、保護者の就労時間等に応じて保育を提供。 

   ※ 満３歳未満児の受入れは義務付けないが、満３歳未満児の受入れを含め、幼保連携型認定こども園の普及を促進する。 

○ 学校教育、児童福祉及び社会福祉の法体系において、学校、児童福祉施設及び第２種社会福祉事業とし
て位置づける。 

  ※ 幼保連携型認定こども園は、幼稚園と同様に、小学校就学前の学校教育を行う学校であることを明確にする。 

  ※ 幼保連携型認定こども園は、小学校就学前の学校として、小学校教育との連携・接続が必要であることについて明確にする。 

○ 幼保連携型認定こども園の設置主体は、国、地方公共団体、学校法人又は社会福祉法人とする。（既存の
幼稚園及び保育所からの移行は義務づけない。） 

新たな幼保連携型認定こども園  
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新たな幼保連携型認定こども園の具体的制度設計について 

新たな幼保連携型認定こども園の具体的制度設計について 

設置主体 国、地方公共団体、学校法人及び社会福祉法人 

※既存の附則６条園の設置者が幼保連携型認定こども園を設置する場合の経過措置あり 

認可主体等 都道府県知事  （公立）届出 （私立）認可 

※大都市（指定都市・中核市）に権限を移譲（認可をする場合、市長はあらかじめ都道府県知事と協議） 

※欠格事由に該当する場合や供給過剰による需給調整が必要な場合を除き、認可を行うものとする。 

監督 立入検査、改善勧告、改善命令、事業停止命令、閉鎖命令、認可の取消し 

審議会の意見聴取 （公立）事業停止命令、閉鎖命令 → 事前に意見聴取  

（私立）設置認可、認可の取消し、事業停止命令、閉鎖命令 → 事前に意見聴取 

所管・教育委員会の
関与 

公立・私立を問わず、地方公共団体の長が一体的に所管 

（公立）長が事務を管理・執行するに当たり教育委員会の意見を聴く等の関与 

（公立・私立）長は、必要と認めるとき、教育委員会に助言・援助を求めることができる 

教育・保育内容の基
準 

「幼保連携型認定こども園保育要領（仮称）」を定める。 

※幼稚園教育要領・保育所保育指針との整合性の確保や小学校教育との円滑な接続に配慮 

設置基準 現行の幼保連携型認定こども園の基準を基礎とする。 
※学校としての基準（学級担任制、面積基準等）と児童福祉施設としての基準（人員配置基準、給食の実施等）を併せ持つ基準を適用し、質の
高い学校教育・保育を保障する。 

※職員配置基準（学級編制基準）の引き上げ等を検討 

配置職員 園長、保育教諭 ※ 、学校医、学校歯科医、学校薬剤師、調理員 → 必置 

副園長、教頭、主幹保育教諭、指導保育教諭等 → 任意配置 
※保育教諭は、幼稚園教諭の免許状と保育士資格を併有することを原則とする。  

公立の職員の身分 （公立）基本的に教育公務員特例法に規定する教育公務員としての取扱い 6 



新たな幼保連携型認定こども園の具体的制度設計について（続き） 

研修 （公立）研修の充実が図られる（教育基本法９条）、研修機会の付与、職専免研修等 

（私立）研修の充実が図られる（教育基本法９条） 

政治的行為の 

制限 

（公立）〔施設〕政治教育その他の政治行為の禁止（教育基本法１４条２項） 

      〔教員〕国家公務員と同様の制限（所属地方公共団体内外に関わらず制限） 

（私立）〔施設〕政治教育その他の政治行為の禁止（教育基本法１４条２項） 

評価・情報公開 自己評価 → 義務  関係者評価・第三者評価 → 努力義務 

保健 保健計画策定、保健室設置、健康診断、出席停止制度、臨時休業制度 

災害共済給付 対象とする 

名称使用制限 幼保連携型認定こども園以外の施設が「幼保連携型認定こども園」という名称又は紛らわしい名称
を用いてはならない 

税制 現行の幼稚園及び保育所に対する措置を踏まえ、平成２５年度以降の税制改正要望を通じて検討。 

（主な経過措置等） 
 

・ 幼稚園教諭免許又は保育士資格のどちらか一方しか有していない者に対して、所要の経過措置を講ずる。 
・ 現行の幼保連携型認定こども園について、新たな幼保連携型認定こども園の認可を受けたものとみなす。 
・ 幼稚園の教諭の免許及び保育士の資格について、一本化を含め、その在り方について検討する。 
・ その他の関係法令の適用についても、現行の幼稚園、保育所及び認定こども園からの円滑な移行に配慮して、関係規定を整理する。 
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現行の幼保連携型 

認定こども園 

新たな幼保連携型 

認定こども園 

根拠法 
【幼稚園部分】学校教育法 

【保育所部分】児童福祉法 

【認定こども園】認定こども園法 

認定こども園法 

設置 

主体等 

【幼稚園】国、地方公共団体及び学校法人 

      （当分の間、学校法人以外の者が幼稚園を設置で
きる。（学校教育法附則第６条）） 

【保育所】設置主体制限なし 

国、地方公共団体、学校法人及び社会福祉法人 

（既存の附則６条園の設置者について、経過措置あ
り） 

※幼稚園・保育所からの移行は任意。 ※幼稚園・保育所からの移行は任意。 

認可等 

権者 

【幼稚園部分】都道府県知事 

【保育所部分】都道府県知事、指定都市市長、中核市市長 

【認定こども園】認定権者：都道府県知事（又は教育委員会） 

都道府県知事（教育委員会が一定の関与） 
※大都市（指定都市・中核市）に権限を移譲 

指導 

監督 

【幼稚園部分】閉鎖命令 

【保育所部分】立入検査、改善勧告、改善命令、 

         事業停止命令、認可の取消し 

【認定こども園】認定の取消し 

立入検査、改善勧告、改善命令、事業停止命令、閉
鎖命令、認可の取消し 

教育・保
育内容 

【幼稚園部分】幼稚園教育要領 

【保育所部分】保育所保育指針 
幼保連携型認定こども園保育要領（仮称） 

基準 
【幼稚園部分】幼稚園設置基準 

【保育所部分】児童福祉施設最低基準 

幼保連携型認定こども園の設備及び運営に 

関する基準 

財政 

措置 

【幼稚園部分】私学助成（都道府県） 
         幼稚園就園奨励費補助（市町村） 
【保育所部分】保育所運営費負担金（市町村） 

施設型給付（市町村）が基本 

利用者 

負担 
【幼稚園部分】施設が自由に設定 

【保育所部分】市町村の関与の下、施設が設定（応能負担） 
市町村が設定（応能負担） 
※一定の要件の下、施設による上乗せ徴収が可能 

現行制度・新制度における幼保連携型認定こども園の比較（私立の場合） 

＜現行制度＞ ＜新制度＞ 
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（参考）改正後の認定こども園法 
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第２条 
７ この法律において「幼保連携型認定こども園」とは、義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとしての満３歳以上の子どもに対する

教育並びに保育を必要とする子どもに対する保育を一体的に行い、これらの子どもの健やかな成長が図られるよう適当な環境を与えて
、その心身の発達を助長するとともに、保護者に対する子育ての支援を行うことを目的として、この法律の定めるところにより設置される
施設をいう。 

  
 （教育及び保育の目標） 
第９条 幼保連携型認定こども園においては、第２条第７項に規定する目的を実現するため、子どもに対する学校としての教育及び児童福

祉施設（児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設をいう。次条第２項において同じ。）としての保育並びにその実施する保護者
に対する子育て支援事業の相互の有機的な連携を図りつつ、次に掲げる目標を達成するよう当該教育及び当該保育を行うものとする。 

 一 健康、安全で幸福な生活のために必要な基本的な習慣を養い、身体諸機能の調和的発達を図ること。 
 二 集団生活を通じて、喜んでこれに参加する態度を養うとともに家族や身近な人への信頼感を深め、自主、自律及び協同の精神並びに

規範意識の芽生えを養うこと。 
  三 身近な社会生活、生命及び自然に対する興味を養い、それらに対する正しい理解と態度及び思考力の芽生えを養うこと。 
  四 日常の会話や、絵本、童話等に親しむことを通じて、言葉の使い方を正しく導くとともに、相手の話を理解しようとする態度を養うこと。 
  五 音楽、身体による表現、造形等に親しむことを通じて、豊かな感性と表現力の芽生えを養うこと。 
  六 快適な生活環境の実現及び子どもと保育教諭その他の職員との信頼関係の構築を通じて、心身の健康の確保及び増進を図ること。 
  
 （教育及び保育の内容） 
第１０条 幼保連携型認定こども園の教育課程その他の教育及び保育の内容に関する事項は、第２条第７項に規定する目的及び前条に規

定する目標に従い、主務大臣が定める。 
２ 主務大臣が前項の規定により幼保連携型認定こども園の教育課程その他の教育及び保育の内容に関する事項を定めるに当たっては、

幼稚園教育要領及び児童福祉法第45条第２項の規定に基づき児童福祉施設に関して厚生労働省令で定める基準（同項第３号に規定
する保育所における保育の内容に係る部分に限る。）との整合性の確保並びに小学校（学校教育法第１条に規定する小学校をいう。）
における教育との円滑な接続に配慮しなければならない。 

３ 幼保連携型認定こども園の設置者は、第１項の教育及び保育の内容に関する事項を遵守しなければならない。 
  
 （主務大臣等） 
第３６条 この法律における主務大臣は、内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣とする。 
２ この法律における主務省令は、主務大臣の発する命令とする。 



都道府県 
認定
数 

都道府県 

認
定
数 

都道府県 
認
定
数 

北海道 56  石川県 8 岡山県 13  

青森県 20  福井県 10  広島県 32  

岩手県 23 山梨県 5 山口県 9 

宮城県 12  長野県 11  徳島県 6  

秋田県 32  岐阜県 9  香川県 1  

山形県 20  静岡県 16  愛媛県 16  

福島県 31  愛知県 19  高知県 18  

茨城県 39  三重県 5 福岡県 36  

栃木県 20  滋賀県 23  佐賀県 36  

群馬県 27  京都府 1 長崎県 50  

埼玉県 32  大阪府 35  熊本県 4 

千葉県 26  兵庫県 93  大分県 28  

東京都 91  奈良県 7  宮崎県 34  

神奈川県 40  和歌山県 10 鹿児島県 34 

新潟県 26  鳥取県 14  沖縄県 1 

富山県 14  島根県 6 合  計 1099 

認定状況 

（幼保連携推進室調べ（平成25年4月1日現在）） 
 

 

認定件数 
（内訳） 

幼保連携型 幼稚園型 保育所型 地方裁量型 

１０９９ ５９４ ３１７ １５５ ３３ 

各都道府県の認定状況 
（幼保連携推進室調べ（平成25年4月1日現在）） 

認定こども園制度の概要 

 

 

○幼稚園、保育所等のうち、以下の機能を備えるものを都道府
県が認定 

 ①教育及び保育を一体的に提供 

  （保育に欠ける子どもにも、欠けない子どもにも対応） 
 ②地域における子育て支援の実施 
  （子育て相談や親子の集いの場の提供）  

「認定こども園」とは 

認定こども園の類型 

幼保連携型 

認可幼稚園と認可保育所とが連携して、一
体的な運営を行うことにより、認定こども園と
しての機能を果たすタイプ 

幼稚園型 

認可幼稚園が、保育に欠ける子どものため
の保育時間を確保するなど、保育所的な機
能を備えて認定こども園としての機能を果た
すタイプ 

保育所型 

認可保育所が、保育に欠ける子ども以外
の子どもも受け入れるなど、幼稚園的な
機能を備えることで認定こども園としての
機能を果たすタイプ 

地方裁量型 

幼稚園・保育所いずれの認可もない地域の
教育・保育施設が、認定こども園として必要
な機能を果たすタイプ 

      現行の認定こども園制度について        （参考） 
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